
Ⅰ　基礎情報

都道府県・市名

合併期日

合併形式

住所　(旧市町村名も記載)

人口  (合併直近の国調)

面積

議員定数

関係市町村名

Ⅱ 関係市町村合併直前の状況

H15.3.31 現在

市町村名 人口   （人） 面積　（k㎡） 議員数　（人） 高齢化比率　(%)

鳥取市 148,874 237.2 32 18.6

国府町 8,552 93.4 14 23.4

福部村 3,513 34.94 12 21

河原町 8,522 83.62 16 27

用瀬町 4,342 81.6 12 28.7

佐治村 2,888 79.89 11 34.4

気高町 10,090 34.31 16 25

鹿野町 4,431 52.77 12 27.6

青谷町 8,252 67.93 15 29.1

合計 － 199,464 765.66 140 －

Ⅲ 関係市町村の財政状況

平成15年度決算

地方税 （千円） 地方交付税 （千円）

鳥取市 61,267,021 19,925,810 9,236,587 低、農、山、辺、特、地 0.658

国府町 5,371,415 593,684 1,685,829 低、農、山、辺、特、地 0.283

福部村 2,836,383 251,815 1,035,132 低、地 0.212

河原町 4,351,355 548,335 2,034,356 低、農、山、辺、特、地 0.228

用瀬町 3,092,120 348,061 1,178,422 低、過、農、山、辺、特、地 0.250

佐治村 2,283,305 156,359 1,212,617 過、山、辺、特、地 0.132

気高町 6,273,453 699,810 1,730,717 低、地 0.313

鹿野町 3,091,128 313,818 1,135,123 低、山、辺、特、地 0.233

青谷町 4,274,022 510,441 1,930,941 低、過、農、山、辺、特、地 0.222

合計 － 92,840,202 23,348,133 21,179,724 － －

編入合併

鳥取県鳥取市尚徳町１１６（旧鳥取市）

200,744人（平成12年国勢調査）

財政力指数

記入月日：

合併市に関する調査

関係市町村

関係市町村

＊数値は合併直近の決算数値を使用。ただし、平成14年4月1日以降合併の場合、合併直近の予算を記入。

歳入合計　（千円）市町村名 指定団体等の指定状況

鳥取県・鳥取市（とっとりし）

平成16年11月1日

765.66ｋ㎡

44人

鳥取市、国府町、福部村、河原町、用瀬町、佐治村、
気高町、鹿野町、青谷町



Ⅸ　合併の概要

合併協議会の期日 設置年月日： 解散年月日:

   内 容

住民発議について

市町村建設計画

  基本計画の主要項目

旧市町村庁舎の利活用
回答

２

議会の議員の定数に関する特例

議会の議員の在任に関する特例

議会の議員の報酬額

地域審議会の設置について

　内 容

地方税に関する特例

  内 容

合併特例債発行限度額 (億円)

Ⅴ  その他

残された課題について、箇条書きでご記入ください。

委員構成：各市町村の長及び助役、各市町村の議会の議長及び議員各１名、各市町村の学識経
験を有する者３名、共通の学識経験を有する者４名
小委員会：新市まちづくり計画策定小委員会、議会議員の定数及び任期検討小委員会、支所
（仮称）の機能等検討小委員会、農業委員会委員の定数及び任期等検討小委員会

１．広域交流観光の展開
２．情報先進都市の実現
３．環境ビジネスの創出
４．人材誘致・定住対策の促進
５．子育て・教育先進都市の実現
６．人権尊重都市の実現
７．地域文化の振興
８．新たな農林水産業の振興
９．防災・防犯対策の強化

総合支所

計画の期間：１１年間（平成１６～２６年度）

無

月額：５０万円

協議された事項

１．合併の方式
２．合併の期日
３．財産
４．議会の議員の定数及び任期
５．農業委員会の委員の定数及び任期
６．地方税
７．条例・規則等
８．町・字の区域及び名称
９．地域審議会の設置
10．新市建設計画

特になし

有 有の場合：４４名

無 有の場合：      年    ｹ月

住民税、固定資産税、都市計画税の不均一課税（平成２１年まで）
軽自動車税の不均一課税（合併年度）

５０６億

有

電算システムの統合 1.新規システムの構築　2.既存システムの活用　3.相互システムの活用　4.その他　から選択

平成14年11月15日 平成16年10月31日

有

新市まちづくり計画の執行状況や地域の振興策などを協議し、旧町村単位に設置。
委員：２０人以内　任期：２年

主要項目について、簡単な内容を含め10項目ご記入ください。(例：庁舎の位置 等)


